
◆年間の通算会期日数は、
104日間に・・・・ 

　本会議には、年に４回開催す
ることになっている「定例会」
と、必要に応じて開かれる「臨
時会」があります。 
　平成20年には、定例会が、
３月、６月、９月、12月に開
催されるとともに、臨時会が、
４月、10月の２回にわたり開
かれました。 
　これら６回の本会議の通算会
期日数（招集日から最終日まで
の日数）は、 104日間〔105日
間〕に達しています。 

◆委員会などの開催日数は、
111回に・・・・ 

　市議会では、本会議のほかに、
予備的審査機関である常任委員
会をはじめ、特定の事項を審査
する特別委員会、議会運営委員
会など多くの会議が開催されま
す。 
　平成20年には、これら全体
で合計111回〔112回〕にわた
り会議が開催されました。 

◆年間の傍聴者数は、延べ 
451名に・・・・ 

　川西市議会では、本会議はも
とより、常任委員会、議会運営
委員会などの会議を公開してい
ます。 
　昨年１年間では、本会議を
283名〔370名〕の方が、また、
常任・特別委員会などの会議を 
168名〔166名〕の方が傍聴さ
れています。 

◆本会議での審議案件数は、
173件に・・・・ 

　本会議では、予算をはじめ、
条例や公共工事等の契約など、
さまざまな案件（議案）が審議
されますが、平成20年には、
市長から計140件〔117件〕の
案件が提出されたほか、議会か
らも委員会条例の改正案件など
10件〔15件〕を提案しています。 
　このほか、皆さんからの請願
19件〔18件〕を受理し、審査
するとともに、議会からも４件
〔４件〕の意見書・決議を提案
しています。 

　
平
成
21
年
第
１
回
定
例
市
議
会
は
、
去
る
２
月
24
日

に
招
集
さ
れ
、
３
月
26
日
に
31
日
間
の
会
期
を
終
え
ま

し
た
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こ
の
定
例
市
議
会
に
は
、
21
年
度
の
施
政
方
針
や
予

算
編
成
方
針
に
対
し
、
各
交
渉
団
体
（
会
派
）
の
代
表

者
７
名
が
「
総
括
質
問
」
を
行
う
と
と
も
に
、
予
算
案

を
審
査
す
る
特
別
委
員
会
で
は
、
各
施
策
ご
と
の
予
算

に
つ
い
て
活
発
な
論
議
が
交
わ
さ
れ
ま
し
た
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ま
た
、
今
期
定
例
会
で
は
、
招
集
日
に
可
決
し
た
「
県

立
川
西
高
等
学
校
及
び
県
立
川
西
高
等
学
校
宝
塚
良
元

校
の
存
続
を
求
め
る
意
見
書
」
を
は
じ
め
と
し
て
、
２

件
の
意
見
書
を
可
決
し
、
直
ち
に
関
係
機
関
に
送
付
し

ま
し
た
。 
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　このコーナーでは、市議会の機
能や役割のほか、議案審議の流れ
などについても紹介してきましたが、
毎年、３月定例会号では、前年の
市議会の活動状況を報告しています。
　今回も、会議の開催日数や審議
案件数などについて、具体的な数
字などをもとに、まとめてみました。 
（注）〔　〕内は、19年実数 

第
1
回
市
議
会
（
定
例
会
）
日
程 

第１日（2月24日） 
○会期の決定 
○平成20年度一般会計補正予算〔1議案〕⇒市長提案説明・
質疑・委員会付託 

○新年度施政方針⇒市長演説 
○平成21年度一般会計予算など〔36議案〕⇒市長提案説明 
○意見書案〔１件〕⇒表決 

    〈常任委員会審査〉 
第２日（2月27日） 
○平成21年度一般会計予算など〔36議案〕⇒質疑・委員会付託 
○請願〔５件〕⇒委員会付託 
○平成20年度一般会計補正予算〔1議案〕⇒各委員長報告・
質疑・討論・表決 

○総括質問 
第３日（3月2日） 
○総括質問 
第４日（3月3日） 
○一般質問 
第５日（3月5日） 
○一般質問 

〈常任委員会審査〉 
〈予算特別委員会審査〉 

第６日（3月26日） 
○平成21年度一般会計予算など〔36議案〕⇒各委員長報告・
質疑・討論・表決 

○請願〔１件〕⇒取下げ 
○請願〔１件〕⇒継続審査 
○請願〔４件〕⇒各委員長報告・質疑・討論・表決 
○意見書案〔１件〕⇒表決 
○請願〔２件〕⇒表決 
○市議会委員会条例の一部改正〔１議案〕⇒表決 

◆ 議 会 活 動 ◆  
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市花りんどう 

～魅力あるまちづくりの実現へ～ 限られた財源の効率・効果的活用を 
　この３月定例会には、総額 
873億9266万4000円の平成21年
度予算案が提出され、市政運営
の考え方や各施策のあり方など
について論議し、慎重に審査し
ました。 
　新年度予算は、世界的な経済
不況が影響し、歳入の根幹であ
る市税で、法人市民税が大幅に
減額するなど、近年にない財源
不足となっており、事務事業の
見直しや人件費の圧縮に努めて
も、なお、多額の基金を繰り入
れながら編成しなければならな

い、厳しい状況となっています。 
　新年度の市政運営に当たって
は、限られた財源を効率的かつ
効果的に活用するため、さらに
健全財政に向けて積極的に取り
組みながら、住民福祉の向上と
魅力あるまちづくりの実現に向
けて努められることを期待します。 
　また、この定例会では、「福
祉医療費の助成に関する条例の
一部改正案」についても審議し
ています。 
　これは、兵庫県の行財政構造
改革に基づく県福祉医療費助成

制度の見直しに合わせ、７月か
ら、本市の老人医療、重度障が
い者医療、幼児等医療における
所得制限を改正するほか、母子
等医療も含めて受給者の一部負
担金を改めることを内容とする
ものです。 
　その審査では、今回の制度改
正が市民に負担増を求める要素
があるだけに、対象者へのＰＲ
方針や、負担の軽減に向けた県
に対する働きかけの考えなどに
ついて、活発に論議が交わされ
ました。 

21年度各会計予算案などを審議 
県立川西高等学校等の存続を求め意見書提出 

3月定例会 3月定例会 

～数字で見る１年間～ 
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議員　①行財政改革に関する考え方
について 
②市立川西病院の経営を地方独立行
政法人に移行させる考え方につい
て 
③一庫新駅設置に伴う周辺整備計画
について 
市長　①社会環境の変容により、住
民ニーズが複雑・多様化し、今後、
市民等と連携、協力して取り組む課
題が増加するものと予測される。 
　このため、事業の選択と集中と同
時に、行政が行っていたサービスで
も、事業者や地域等との連携により、
市民満足度が高いサービスの提供が
可能なものもあることから、行政の
責任領域を見極めつつ、市民ニーズ
に対応する手段の妥当性を継続的に
検証していきたい。 
水田副市長　②市立川西病院では、

医師や看護師不足により診療体制が
縮小するとともに、設備の老朽化や
診療報酬改定が影響し、厳しい経営
状況が続いていることから、今後の
あるべき方向性の指針として「市立
川西病院事業経営改革プラン」を策
定することとしている。 
　このプランの素案では、地方独立
行政法人に関する調査研究を行うこ
ととしているものの、まずは現行の
経営形態により、持続可能な病院経
営を目指すこととしている。 
的場副市長　③能勢電鉄日生線に建
設される新駅に関して、新年度では、
まちづくりの方向性等を明確にする
ための周辺調査を行い、整備方針等
を策定することとしている。 
　その検討に当たっては、関係機関
や周辺住民との合意形成を図りなが
ら、事業を推進していきたい。 

議員　①施政方針における「本市の
優れた特性」のとらえ方について 
②創作ミュージカル「（仮称）川西
の金太郎」への支援について 
③新たな市政アドバイス制度の内容
と源氏のふるさと大使との相違点
について 
市長　①本市には、黒川の里山や清
流猪名川等の自然的資源、加茂遺跡
やギャラリーかわにし等の悠久の歴
史と文化の彩りのほか、コミュニテ
ィ等の自立的な市民活動などがあり、
質の高い、個性的なまちを創造す
る上で貴重な地域力と位置づけら
れる。 
　新年度では、「（仮称）川西らしさ
検討委員会」で資源の再発見・再評
価を行うこととしている。 
　②創作ミュージカルは、青少年の
健全な育成、市の歴史的な背景を市
民に周知することを通じて活性化を

目指そうとするもので、市民による
実行委員会が手作りで推進する市民
企画事業である。 
　開催に当たっては、広報かわにし
など、あらゆる機会をとらえてＰＲ
に努め、ミュージカルが盛況に開催
できることを期待している。 
　③市のイメージの高揚と観光振興
を図ることを目的として、平成14年
に創設した源氏のふるさと大使は、
さらにその内容を高める必要がある
ため、制度を見直すものの、市のＰ
Ｒや客観的な市政評価は引き続き対
策を講じる必要があることから、市
政へのアドバイス等を頂く制度を創
設しようとするものである。 
　この制度は、住所地の自治体と
本市を比較した評価など、モニタ
リング機能をより強化する考えで
あり、創設後も逐次改善していき
たい。 

議員　①新たに創設する「青少年の
健全な育成に全市を挙げて取り組
む日」の内容について 
②定額給付金交付に合わせた商店街
等への販売促進支援について 
③市立川西病院と地域医療機関、医
師会との連携について 
市長　①本市では、平成21年度に
特定の日を指定し、各地域で取り組
んでいる諸事業や活動を全市を挙げ
て展開することで、青少年健全育成
に関する理解を深めるとともに、各
事業への積極的な参画を促し、事業
の一層の充実と発展に取り組んでい
きたいと考えている。 

水田副市長　②景気後退下において
地域の経済対策に資するために交付
される定額給付金に合わせ、本市で
は、商店街の団体が自主的に実施す
る販売促進事業に補助金を交付する
とともに、定額給付金を市内で使用
するよう、横断幕や広報紙等で啓発
を行い、消費の拡大や地域の活性化
につなげていきたい。 
病院事業管理者　③市立川西病院は、
本市と近隣３町の医療機関から患者
の紹介を受けているものの、近隣病
院と比較すると低水準にあることか
ら、新年度では、地域医療室を「地
域医療連携室」として院長直轄の組
織とするとともに、職員を２名増員
することとしている。 
　この体制強化に当たっては、地域
の医療機関への情報提供や院内の連
携体制を整備するとともに、地域連
携の枠組みの構築に向けて、開業医
からの入院受け入れや共同で治療を
行う開放型病床を開設することとし
ており、近隣医師会との協定を締結
すべく準備を進めている。 

議員　①本市の具体的な将来像につ
いて 
②新年度予算編成の基本的な考え方
について 
③「オンリーワン」の教育を推進す
る考えについて 
市長　①市長就任後の施政方針では、
市役所を「市民の役に立つ所」とな
るよう改革するほか、市民と協働で
オンリーワンのまちづくりを進める
基本スタンスを示している。 
　このため、市民サービスをはじめ
とした四つの改革を継続的に進める
とともに、地域でタウンミーティン
グの開催などを実施している。 
　新年度では、市民参加条例の制定
や、近隣大学とまちづくりに関する

包括的な連携協定を締結す
るなど、取り組みを強化し
ていきたい。 
　②新年度予算は、市税収
入の落ち込みなどで大幅な
財源不足となり、地方債の
増額や事務事業の見直し等
を行ったものの、結果とし
て、基金の繰入れによる編
成となっている。 

　新年度では、公有地売却収入によ
り債務残高の縮減を図ろうとしてい
るものの、これが確保できないと、
21年度末の基金残高見込額20億円を
さらに下回ることとなることから、
厳しい財政状況を市民に周知し、事
業の選択と集中に向けて情報を共有
化していきたい。 
教育長　③本市では、全国学力学習
状況調査を踏まえ、地域や保護者と
情報を共有するとともに、各学校で
子どもへの授業水準を向上させ、教
師の資質向上を図っていきたい。 
　また、郷土や地域を愛する子どもた
ちを育てる「ふるさと思考」の教育を
推進し、生きる力を育んでいくことが
教育行政の使命であると考えている。 

　総括質問は、本会議第2日と第3日の2日間にわたり、交渉団体代表者7名から行わ
れ、平成21年度の市長の施政方針や予算編成方針などについて活発に論議されました。 
　ここでは、多くの質問や答弁のうちの一部について、要旨を掲載しています。要旨
を掲載していない質問項目は、3面の「総括質問項目（掲載分を除く）」にまとめて掲載
していますので、ご参照ください。また、詳しくは、会議録・会議録検索システム（6
月上旬に発行・更新予定）でご覧いただけます。 総括質問 総括質問 総括質問 

健　康　福　祉 
◎健康 
　●食育推進計画の策定 
　●歯科診療の拡充 
　●病院事業会計への支援 
 
◎障害者支援 
　●障害者への地域生活支援 
 
◎子育て支援 
　●妊婦健診助成の拡充 
　 
●次世代育成支援対策行動計画（後
期）の策定 

　●保育の質の向上 
　●民間保育所への運営支援 
　 
　●認可外保育所への運営支援 

 
97万4000円 
346万7000円 

 
15億2000万円 

 
 

3億3527万円 
 
 

5884万3000円 
 

163万9000円 
15万8000円 

 
6億4516万3000円 

 
2000万円 

環  境  共  生 

◎省資源・リサイクル 

　●ごみ減量化の推進 

 

　●分別収集の推進 

 

◎公園・みどり 

　●公園の維持管理 

 

 

28万円 

 

5億4797万2000円 

 

 

1億5347万円 

新
年
度
の
主
な
施
策 

快  適  安  全 教 育 文 化 
◎学校教育 
　●教育施設の耐震化 
 
　●牧の台小学校の大規模改造 
　 
　●奨学資金の拡充 
　●特別支援教育等の充実 
 
　●就学手続きの簡素化 
 
　●小学校体験活動の拡充 
 
　●小学校外国語活動の推進 
 
　●理科教育の充実 
 
　●里山体験学習の実施 
 

◎青少年 
　●青少年の健全育成に取り
組む日の創設 

◎生涯学習・文化 
　●ミュージカル「川西の金太

郎」の実施 
　●文化会館のアスベスト対策 
 
　●スポーツ施設の充実 
 
　●平通画伯を顕彰する施設 
 
　●文化財の保存・啓発 
 
　●高齢者大学の拡充 
 
　●中央公民館のアスベスト
対策 

◎都市計画 

　●都市計画道路網の見直し 

 

◎市街地整備 

　●中央北地区の整備 

 

　●再開発の推進（川西能勢

口駅東地区のまちづくり

推進） 

　●一庫新駅周辺の整備構想

策定 

　●空港周辺地域の整備 

 

　●市営住宅の供給 

　 

　●市営住宅耐震診断の実施 

 

◎交通体系 

　●市立川西病院循環バス試

験運行の実施 

　 

　●歩道整備の推進（市道５号） 

 

　●ノンステップバス導入へ

の支援 

　●交通施設バリアフリー化

への支援 

　●側溝の新設 

　●道路の改良（市道261号な

ど４路線） 

 
 

7億5759万円 
 

3億6690万円 
780万円 

 
270万円 

 
219万円 

 
297万2000円 

 
1372万4000円 

 
170万2000円 

 
761万4000円 

 
 

47万4000円 
 
 

267万8000円 
 

3360万円 
 

700万円 
 

2600万円 
 

4747万3000円 
 

22万円 
 

1440万円 

 

 

900万円 

 

 

11億1174万1000円 

 

 

150万円 

 

500万円 

 

2435万1000円 

 

6665万2000円 

 

2875万3000円 

 

 

 

1327万9000円 

 

650万円 

 

151万円 

 

9166万6000円 

4270万円 

 

9314万2000円 

市の具体的な将来像を聞く 
新年度予算 基本的な考え方は 

創作ミュージカルの支援策問う 

施政方針の「本市の優れた特性」とは 

“青少年の健全育成に取り組む日”の内容は 
市立川西病院 地域連携の方針聞く 

市立川西病院の経営方針も 

行財政改革の考え方ただす 

川西の  金太郎 



●●●総括質問項目●●● （掲載分を除く） 
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議員　①中期財政収支計画に掲げる
「平成23年度収支均衡」達成に向
けた考え方について 
②行政経営品質向上プログラムの具
体的な取り組み内容について 
③ごみ収集体制の変更に伴う市民へ
の説明状況について 
市長　①景気の落ち込み等により、
今後、特に法人市民税の減収が懸念
されるとともに、景気対策の財政出
動による事業費の増加や地方債の発
行に伴う公債費等の増加で、見込み
以上の一般財源が必要となることが
予想されるほか、現在の不動産市況
を考慮すると、未利用公有地の売却
等も不透明であることから、23年度

での収支均衡の達成は厳しい状況で
ある。 
　このため、国の地方財政対策を活
用しながら、持続的で安定した財政
運営ができるよう行財政改革を強化
する考えである。 
　②行政経営品質プログラムは、組
織の経営状況とビジョンから課題を
導き出し、解決方策と目標を設定し、
実行することで、経営を図ろうとす
るものである。 
　20年度では、部を単位として改善
点などを評価しており、新年度は、
部の経営方針を取りまとめていると
ころである。 
的場副市長　③本市では、ごみ収集

体制の見直しに当たり、20年
７月から、市内各地域で説明
会を延べ240回開催している。 
　新たな排出区分によるごみ
収集に際しては、午後も収集
することにより、経費や収集
車両などの機材、人員配置に
おいて、可能な限り経済性、
効率性を主眼とした見直し
を行っており、今後、課題
や問題点等を検証していき
たい。 

議員　①市民のまちへの愛着心醸成
について 
②食育推進計画の策定方針について 
③「（仮称）市民参加条例」の目的
や特徴について 
市長　①市への愛着の醸成には、わ
がまち川西の価値を発見、活用して、
自立的で個性的なまちづくりを進め
ることが大切と考えている。 
　このため、新年度では、「（仮称）
川西らしさ検討委員会」の立ち上げ
や、シンボルキャラクター「きんた
くん」の活用のほか、誇りあるふる
さと川西を創造するため、「（仮称）
市民参加条例」の制定をはじめとす
る諸施策を展開することとしている。 
水田副市長　②食育基本法では、「食
育」は、知育、徳育、体育の基礎と
なるもので、改めて食についての意
識を高め、食への感謝の念や理解を
深めることを基本理念としている。 
　21年度では、22年度の食育推進計
画の策定に向けて、学識経験者や市
民の参画を得て「（仮称）食育推進
協議会」で内容を検討するとともに、
食育市民アンケートを実施すること

としている。 
　③市民と行政が協働して、個性的
で魅力あふれるまちづくりを進める
ためには、市民がまちづくりの課題
を自らの問題として解決にあたると
ともに、まちづくりへ参画する市民
を支援するための情報の場や機会の
提供を充実することが必要であると
考え、「（仮称）市民参加条例」の策
定に向けた検討を進めている。 
　策定に当たっては、「協働のまちづ
くりワークショップ」を開催すると
ともに、アンケート調査を実施して
おり、今後、これらを踏まえ、本市
にふさわしい内容となる条例を検討
していきたい。 

議員　①国の景気対策に対する見解
と市財政への影響について 
②平成24年度までの10年間で職員定
数を200人減員する定数管理計画
の実行可能性について 
市長　①国では、活力ある社会づく
りと安心できる社会を目指して、２
回にわたる20年度補正予算と21年度
予算において、75兆円程度の経済対
策が取りまとめられている。
　これには、雇用対策や住宅対策、
学校施設の耐震化、少子化対策など、
市民生活に密接に関わる課題への対
応が盛り込まれていることから、一
定の評価をしている。 
　また、今回の経済対策は、貴重な
財源となるものの、一方では、妊婦
健診など、国の対策に付随して、市
単独事業費の追加が必要なものもあ
り、市財政に大きな負担となるほか、
期間限定の緊急支援と位置づけられ、

財源が保障されていないことを考慮
すると、一定の事業効果を早期に引
き出す取り組みが必要となる。 
水田副市長　②定数管理計画では、
公営企業に属する職員等を除き、平
成14年度当初の正規職員1201人を、
10年間で200人削減しようとしてい
る。
　その削減状況については、厳しい
財政状況や、国からの集中改革プラ
ンの策定の要請など、職員の減員に
向けた取り組みが必要となったこと
のほか、民間への市場開放などの規
制緩和に加え、早期退職者が多数あ
ったことなどにより、19年度当初の
計画人数1174人に対して1095人の実
績値となったものである。 
　21年度当初予算段階では、86.5％
の達成率であり、最終年度に当たる
24年度当初までに、目標人数1001人
の達成は可能と判断している。 

【連合市民クラブ】 
小山　敏明　　越田謙治郎 
安田　忠司　　津田加代子 
土田　　忠　　多久和桂子 
○「川西改革プラン2006」の
達成状況の評価について 

○市長就任から２年間におけ
る市役所の変化のとらえ方
について 

○後期基本計画（20～24年
度）における事業の優先順
位の明確化や事業規模縮小
の必要性について 

○今後の財政健全化における
方向性と具体的な取り組み
について 

○総合計画において重点的に
取り組むとしている子育て
施策の今後のあり方と予算
配分の考え方について 

○今後の市民参加のあり方に
ついて 

○定額給付金の受け皿として
市民活動を支えるファンド
を設立する考えについて 

○人材育成の基本方針と具体
的取り組みについて 

○抜本的な人事制度改革を行
う考えについて 

○中央北地区における再開発と
民有地の関係並びに中央北地
区整備事業を最優先にして取
り組む考え方について 
○市立川西病院における経営改
革の取り組み並びに近隣自治
体との連携の展望について 

【政　雲　会】 
久保　義孝　　倉谷八千子 
上馬　　勇　　宮路　尊士 
松田　恭男　　中礼思無哉 
○中期財政収支計画の方針と
中央北地区開発の考え方に
ついて 

○日本人の美質を後世に伝え
るための教育委員会との連
携方策並びに子どもの健全
育成と教育の取り組みに対
する考えについて 

○小学校での英語教育実施に
対する考え方と中学校で武
道教育の必修化を図る考え
について 

○「（仮称）市民参加条例」
制定後のまちづくりの考え
方について 

○一庫新駅の建設にかかる旧
国道173号の早急な整備計
画の必要性について 

【公　明　党】 
岩田　秀雄　　江見　輝男 
平岡　　譲　　大矢根秀明 
志水　隆司　　　　　　　 
○市政運営に取り組む決意に
ついて 

○国内外の情勢に対する市長
の所感について 

○道州制導入や基礎自治体優
先の原則並びに地域づくり
にかかる市民の役割に対す
る考え方について 

○次代を担う子どもたちが健
やかに育つ環境づくりを図
るための行政・学校・家庭・
地域の役割に対する考え方
について 

○コミュニティビジネスの取
り組みについて 

○市民が市政にかかわること
の現状把握と今後の取り組
みについて 

○住民自治と団体自治を強化
することについて 

○保護者や保育士の意見を踏
まえた保育所整備計画を策
定する考えについて 

○学校ボランティアの充実と
教師の役割に対する考え方
について 

○放課後子ども教室と地域の
役割に対する認識について 

○ごみの新分別収集体制の現
状と課題の考え方について 

○市花りんどうの保全と育成
にかかる取り組みについて 

○中央北地区における事業手
法を住宅街区整備事業から
土地区画整理事業に変更す
るメリットとデメリットの
考え方について 

○火打前処理場解体に係る問
題点のとらえ方について 

○新名神高速道路建設の進捗状
況と課題の考え方について 
○消防広域化に伴う市民への
影響について 

○市内の雇用状況並びに雇用
確保に向けた現状と今後の
取り組みについて 

○川西市の歴史と自然の複合
的な観光対策の取り組みに
ついて 

○庁内及び外郭団体の組織再
編における具体的な方策に
ついて 

○第３セクターへの経営参画
を継続する考え方について 

○新年度予算における行財政
改革の取り組みについて 
【日本共産党議員団】 

黒田　美智　　大塚　寿夫 
土谷　一郎　　住田由之輔 
○雇用問題に対する企業への
調査や働きかけの取り組み
について 

○新年度の行財政運営に対す
るこれまでの事業総括の考
え方について 

○「青少年の健全育成に全市

を挙げて取り組む日」の創
設に対する考え方について 

○全国学力・学習状況調査へ
の参加や調査結果の公表に
対する考え方について 

○中学校完全給食の実施に対
する考え方について 

○県立川西高等学校の統廃合
に対する考え方や統廃合の
見直しを求める県への働き
かけについて 

○中央北地区整備事業の見直し
や中心市街地活性化との整合
性に対する考え方について 
○舎羅林山開発における交通
アクセスの整備や学校区に
対する考え方について 

【智　政　会】 
西山　博大　　吉富　幸夫 
梶田　忠勝　　安田　末廣 
○各事業の評価を活用した新年
度予算編成の考え方について 

○具体的な行財政改革後のビ
ジョンと行政経営推進事業
マスタープランの取り組み
内容について 

○人材育成の実践に対する考
え方について 

○市民サービスやコミュニケ
ーションの改革の取り組み
について 

○市民ニーズに対応し得る組
織体制の実現に向けた方策
について 

○市長就任後の変化に対する
考え方について 

○市政推進における市議会の
意見に対する取り組み姿勢
について 
【自治市民クラブ】 

小西佑佳子　　宮坂満貴子 
北上　哲仁　　　　　　　 
○財政の見通しに対する考え
方について 

○職員の士気と遵法精神を保
つ方策について 

○ワンストップサービスによ
る窓口対応の実現について 

○こども部の設置による成果
について 

○障がい者への支援のあり方
について 

○労働相談や雇用対策の強化
を図る考えについて 

○男女共同参画プランの進行状
況に対する考え方について 
○地域の防犯活動に対する支
援の考えについて 

【清和緑風会】 
前田　　貢　　吉田　　進 
○職員提案の奨励により士気
の向上を図る制度を創設す
る考えについて 

※議員名は、交渉団体の構成メンバー 

◎共感・共生のまちづくり 
　●川西市人権行政推進プラ
ンの見直し 

◎協働とパートナーシップの
まちづくり 
　●広報誌の冊子化 
 
◎効果的・効率的・総合的な
行財政運営 
　●金太郎プロジェクトの推
進 

　●川西らしさの検討 
 
　●市税収納等の促進 

快  適  安  全 産 業 活 力 

◎産業 

　●ひょうご森のまつり

2009の開催 

　●商業活性化の推進 

 

　●中小企業への支援 

 

　●観光の推進 

　●歩道橋（市道268号）の新設 

 

　●街路の新設改良 

　●橋りょうの維持補修 

◎消防・防災 

　●消防団施設の整備 

 

　●消防指令業務の共同運用 

 

　●防火水槽の整備 

　●水防センターの設計 

◎生活安全 

　●ＡＥＤ購入への補助 

 

 

200万円 

 

131万8000円 

 

881万2000円 

 

166万6000円 

自治体経営 
 
 

33万9000円 
 
 
 

214万2000円 
 
 
 

98万円 
 

34万1000円 
 

2572万6000円 

 

3800万円 

2500万円 

4000万円 

 

 

1501万4000円 

 

296万4000円 

500万円 

200万円 

 

50万円 

“まちへの愛着心”醸成策示せ 
「食育推進計画」策定方針を問う 

ごみ収集体制の変更 説明状況を聞く 

市財政“23年度収支均衡”達成への考え方は 
“職員200人減員計画”実行可能性も 

国の景気対策 市財政への影響など聞く 
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議員　今日、日本型食生活の優れた
点が再認識され、全国でも100％に
近い学校で米飯給食が行われている
が、実施回数が増加していないこと
から、農林水産省は文部科学省に対
し回数増加の要請をしている。
　本市では、21年度の施政方針で、
すべての小学校と特別支援学校で自
校炊飯ができるよう検討を進めると
していることから、米飯給食の回数
増に前向きな検討がなされていると
とらえるが、その考えを伺いたい。
教育振興部長　本市では、昭和51年

度から学校米飯給食を実施し、平成
11年度には炊飯拠点校３校で給食施
設の整備を行い、18年度から週３回
の米飯給食を行っている。
　また、この間、実施回数の増加に
伴い、拠点校からの米飯配送のみで
なく、自校炊飯が可能となるよう炊
飯設備や人員の拡充を図っている。
　食糧自給率の改善や食育及び地産
地消推進の観点から、米飯給食への
期待は大きいことから、財源や施策
の優先度などを総合的に検討しなが
ら、回数増加に向けて努力したい。 

議員　「保育所保育指針」は、全国
の認可保育所が一定の保育水準を担
保するため、保育内容や運営等につ
いて定めたものであるが、今回、改
定され、本年４月から施行されるこ
ととなっている。
　そこで、新保育指針に対応した具
体的な取り組みや、公的保育を堅持
する考えについて伺いたい。
こども部長　保育所は、児童福祉法
により、市が入所選考や保育料の決
定等を行うなど、保育の実施主体と
しての責務を担う制度となっており、

国では、これからの保育のあり方等
について、検討がなされているもの
の、詳細は不透明であるため、市で
は現行制度に即した保育を維持し、
公的保育を堅持する考えである。
　また、家庭や地域における子育て
力の低下が指摘される中、新保育指
針では、地域における子育て支援を
保育所の大きな役割の一つとして挙
げられていることから、21年度では
新たに保育指導専門員を市立・民間
の認可保育所に派遣し、より質の高
い保育を確立していく考えである。 

議員　平成21年度から25年度を期間
とする市の中期財政収支計画では、
22年度と23年度の市税が増収に転じ
ると見込み、23年度には収支均衡に
することを目標に掲げている。
　しかし、世界的な経済不況下にあ
る現状を考慮すると、実現は極めて
困難と考えるが、市の見解はどうか。
企画財政部長　同計画の市税収入は、
20年度決算見込みをもとに、個人所
得や法人収益を見込み、地価の動向
などを加味して推計しているが、景
気後退により、特に法人市民税の推

移が不透明となっているほか、歳出
でも、景気対策の事業費や公債費の
増加などで、一般財源の追加が必要
となることが予測される。
　また、未利用地の売却も、計画通
りの売却益を確保できるか不透明な
状況にあり、これらのことから計画
達成の見通しは厳しいと思われる。
　今後は、国の景気対策等の動向や
新年度の法人市民税の収入状況等を
見極めながら、本年秋には同計画を
修正し、更なる財政健全化に向けた
取り組みを強化する考えである。 

議員　本市の高齢化は急速に進み、
17年の国勢調査によると、高齢者が
いる世帯の割合は、全世帯の37.8％
を占めており、高齢者の体調急変な
どの緊急時や介護する家族の日ごろ
の悩み事等を休日や夜間に相談でき
る仕組みが望まれている。
　そこで、現在本市では、地域包括
支援センターで介護相談などが実施
されているが、高齢者や介護家族に
対する電話相談の状況や、今後、24
時間365日対応可能な電話相談体制
を構築する考えを伺いたい。

健康福祉部長　本市では、地域包括
支援センターに加え、在宅介護支援
センターを活用し、高齢者への総合
的な支援を行っているが、電話相談
については、午前10時ごろと午後２
時ごろの利用が多い傾向にある。
　また、ふれあいプラザで行ってい
る介護サービス相談や各地域で取り
組まれている福祉デザインひろばづ
くり事業でも相談窓口が開設されて
いるものの、昼間においても相談件
数が少なく、現在、夜間に対応した
電話相談の実施は考えていない。 

議員　母親が産後の体調不良など育
児や家事を行うことが困難である場
合などのため、20年度から子育て支
援事業の一環として産後ヘルパー派
遣事業が実施されている。
　その事業内容や利用実績のほか、
民間保育所における産休明け保育の
実態や病児・病後児保育の実施見通
しを伺いたい。
こども部長　産後ヘルパー派遣事業
は、出産後６カ月以内の母親が育児
等をできない場合にヘルパーを派遣
するものであり、広報紙やこんにち
は赤ちゃん事業の訪問相談員が家庭
訪問をした際に周知しているが、現
在、この事業の利用実績はない。
　また、産休明け保育は、20年度に
４園の民間保育園で延べ30人が利用

しており、21年度からは、生後５カ
月までの乳児を対象とした乳児保育
を行う民間保育所に、保育士の加配
経費等を支援する予定である。
　このほか、病気から回復期にある
子どもを対象とした病後児対応型の
保育事業の実施に向けて、医療機関
等の委託先の検討を進めている。 

議員　20年度から２年間で、市立川
西病院への交通アクセス確保を目的
としたコミュニティバスの試験運行
が実施されている。
　昨年11月から開始された、けやき
坂・清和台地区～市立川西病院間の
平日のみの試験運行では、開始から
１カ月間の利用者数が、当初見込数
の半分にも満たない１便当たり、平
均5.5人の利用と聞いている。

　そこで、休日運行や運行時間の見
直しなど、バスの利用促進を図る考
えを伺いたい。
企画財政部長　バス利用状況は、３
カ月平均で、さらに需要予測を下回
り4.9人となったことから、再度、
ＰＲチラシを作成し、対象地域に配
布するなど、利用促進を図っている。
　また、試験運行の実施にあたり、
運行ルートなど、市民や交通事業者

等で構成され
た地域公共交
通会議におい
て検討してお
り、今後実施
する明峰地区
での試験運行
については、
これまでの問
題点や要望を
踏まえ、地域
公共交通会議
からの提案も
得ながら実施
したい。 

 
○新名神高速道路周辺対策特別委員
会行政視察（津久見市・東九州自動
車道の整備に係る取り組みについて） 

○新名神高速道路周辺対策特別委員
会行政視察（佐伯市・東九州自動車
道の整備に係る取り組みについて） 

 
○厚生経済常任委員協議会（第４期
介護保険事業計画（案）について） 

○まちづくり調査特別委員会行政視
察（岐阜市・岐阜市中心市街地活性
化基本計画について） 
○まちづくり調査特別委員会行政視
察（豊川市・豊川市都市再生整備計
画について） 

○議会運営委員・常任委員長合同会議 
○議会運営委員会 
○広域ごみ処理施設調査特別委員会（第
１回猪名川上流広域ごみ処理施設
組合議会定例会議案の報告について） 
○第１回市議会定例会（招集日） 

○議員協議会（川西市水道ビジョン（案）
について） 
○総務常任委員会 
○厚生経済常任委員会 
○第１回市議会定例会（第２日） 
 
○第１回市議会定例会（第３日） 
○第１回市議会定例会（第４日） 
○第１回市議会定例会（第５日） 
○総務常任委員会 
○文教公企常任委員会 
○厚生経済常任委員会 
○建設常任委員会 
○議員協議会（川西市水道ビジョン（案）
について） 
○まちづくり調査特別委員会（川西
市中央北地区土地利用基本計画素
案について） 

○一般会計予算審査特別委員会 
○一般会計予算審査特別委員会 
○一般会計予算審査特別委員会 
○一般会計予算審査特別委員会 

○特別会計・公営企業会計予算審査
特別委員会 

○議会運営委員会 
○議員協議会（市立川西病院事業経
営改革プランについてなど） 
○厚生経済常任委員協議会（かわにし・
福祉デザインプラン21の見直しに
ついて） 

○第１回市議会定例会（最終日） 
○議会運営委員会 
○議員協議会(地方税法等の一部改正
の概要について） 
 
○第２回市議会臨時会（招集日） 
○総務常任委員会 
○文教公企常任委員会 
○厚生経済常任委員会  
○建設常任委員会 
○広域ごみ処理施設調査特別委員会（第
２回猪名川上流広域ごみ処理施設
組合議会臨時会議案の報告について） 

○広報委員会 
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　県教育委員会は、旧県立武庫
荘高等学校跡地で「多部制単位
制高等学校」を24年４月に開設
するとともに、阪神地域の定時
制高校の再編を明らかにされて
いる。 
　これにより、県立川西高等学
校など３校を新設高等学校に統
合し、24年度から新入生募集の
停止など、最終結論に向けて検
討を重ねられているが、尼崎市
内の新設校への通学を断念する
生徒の出現が懸念される。 
　よって当市議会は、県教育委
員会が、地域で学びたい生徒の
意欲に応えるべく、県立川西高
等学校及び県立川西高等学校宝塚
良元校を存続するよう要望する。 

県立川西高等学校及び県立
川西高等学校宝塚良元校の
存続を求める意見書〈要旨〉 

　近年、気候変動による悪影響
が世界各地で顕著となる中、昨年、
京都議定書の第一約束期間が始
まり、各国で温室効果ガスの削
減に取り組まれているものの、
わが国の対策は進まず、排出量
は依然増加している。 
　このため、国際的合意のもと、
地球温暖化対策を総合的かつ効
果的に実施すべく、大幅な排出
削減策の構築や、再生可能なエ
ネルギーの導入促進を検討する
ことが肝要である。 
　よって当市議会は、国が温室
効果ガス削減への積極的な対策
を諸外国に働きかけ、安全・安心
な地球環境を次代に引き継ぐべ
く「（仮称）気候保護法」を制定す
るよう要望する。 

「（仮称）気候保護法」
の制定を求める意見書 

〈要旨〉 

一般質問 一般質問 一般質問 要旨 

福祉 福祉 産後ヘルパー派遣の実績や 産休明け保育の実態など聞く 
産後ヘルパー派遣の実績や 
産休明け保育の実態など聞く 

福祉 福祉 「保育所保育指針」の改定 「保育所保育指針」の改定 
具 体的 な 取り組 み 示 せ  

福祉 福祉 24時間365日対応できないか 24時間365日対応できないか 
高齢者・介護家族の電話相談 

教育 教育 小学校などの米飯給食 小学校などの米飯給食 
実施回数を増やす考えないか 

財政 財政 中期財政収支計画 中期財政収支計画 
経済不況下での実現可能性は 

企画 
政策 
企画 
政策 

コミュニティバスの試験運行 コミュニティバスの試験運行 
利用促進を図る考え問う 
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議員　県は、21年３月末で川西健康
福祉事務所を廃止する方針を打ち出
している。
　同事務所では、未熟児や身体障が
いのある児童、また、児童虐待予防
に対する母子保健指導に加え、特定
疾患等難病に関する相談・指導や、
検便・飲料水の試験等の受付といっ
た業務が行われていることから、事
務所廃止による影響や本市が補完す
べき業務につい
て伺いたい。
健康福祉部長　
本市では、川西
健康福祉事務所
の存続を要望し
たものの、県の
新行革プランに
基づき、本年４
月から伊丹健康
福祉事務所に統
合されることと
なっている。
　同事務所が行
っていた業務は、

伊丹健康福祉事務所に引き継がれ、
本市が補完すべき業務は生じないと
伺っており、事務所統合によるサー
ビス低下防止のため、難病特定疾患
の認定更新など一部の業務は、統合
後の事務所から職員が出向き対応す
るとされており、今後も同事務所
の統合に伴う混乱が生じないよう
伊丹健康福祉事務所と連携を図り
たい。 

　一般質問は、本会議第4日と第5日の2日間にわたり行われ、12名の議員
が28項目について質問しました。 
　これらの質問項目のうち、12項目について、質問と答弁の要旨を掲載しました。 
　なお、要旨を掲載していない質問項目は、下段の「一般質問項目（掲載分
を除く）」をご参照ください。また、詳しくは、会議録・会議録検索システ
ム（6月上旬に発行・更新予定）でご覧いただけます。 

議員　中央北地区は、20年６月に地
区整備のためのガイドラインとして
位置づけるべく、地区の将来像や土
地利用の考え方等を示した土地利用
基本構想が策定されている。
　市では、地区内の乱開発を防止す
るため、皮革工場跡地の借り上げを
行っているが、今般、この基本構想
に合致しない大型小売店舗の建設が
なされていることから、今後の事業
推進の考え方を聞きたい。
理事　市では、17年から順次、土地
を借り上げ、土地所有者が土地を利

用する場合には、更地利用や暫定的
な利用等を要望してきたが、20年度
の契約更新時に、一地権者から、市
の借り上げ目的に反した土地利用の
申し出があり、市は、この開発行為
を規制できないため、本年１月から
建設工事に着手されたものである。
　このような事案は、同地区で行お
うとする土地区画整理事業が認可さ
れるまでは発生する恐れがあるため、
今後も、皮革関係者で構成するまち
づくり推進協議会と結束を固め、事
業を推進していきたい。 

議員　犯罪を未然に防ぐには、地域
のつながりを深め、コミュニティを
強化していくことが最も重要であり、
犯罪者を近づけない地域づくりをし
ていくことが必要である。
　そこで、住宅の新・増改築や地区
計画策定の際などに併せ、建物や街
路の設計に犯罪予防の効果を施す防
犯環境設計の考え方を取り入れ、一
定の基準を設けることにより、犯罪
に強い地域づくりを行う考えについ
て伺いたい。
まちづくり部長　防犯環境設計では、

犯罪の発生を予防するため、見通し
確保のための垣根や柵を設置するほ
か、窓に補助錠を設置することなど
が重要とされている。
　これを受け、県では、住まいの防
犯に関する指針が策定され、本市で
は、県との連携を図り、住宅を増改
築する際など、防犯に配慮するよう、
啓発を図っていきたいと考えており、
地区計画の策定に当たっても、垣根
や柵の構造の制限に関し、可能な限
り透過性のあるものを使用するよう
促している。 

議員　舎羅林山（しゃらりんざん）
の大規模開発は、平成19年に新事業
者が決定し、事業計画の変更に係る
協議をされているが、少子・高齢化
の進行や経済情勢の変化に伴い、大
規模開発のまちづくりを見直す必要
があると考える。
　そこで、新事業者と公共施設管理
者である市で交わされた協議内容や、
今後の基本的なまちづくりの考えを
伺いたい。
まちづくり部長　舎羅林山の大規模
開発については、新事業者決定後、

共同住宅から戸建住宅中心のまちづ
くりに改めるとして、新事業者と計
画変更に係る協議を終えている。
　具体的には、人口規模を１万人か
ら5353人に、住宅戸数を3555戸から
1580戸としたほか、計画人口の大幅
な減少に伴い、小・中学校の施設計
画をなくす一方で、近隣公園を大幅
に増加しようとするものである。
　現在、厳しい財政状況ではあるも
のの、今後とも市民が安全・安心に
暮らせる住みよいまちづくりが実現
できるよう努めていく考えである。 

議員　市では、14年度に策定した職
員定数管理計画により、職員の削減
を進めており、公営企業等を除く、
14年度1201人の正規職員を24年度に
は1001人とする目標を掲げている。
　そこで、計画の達成状況や新規職
員採用の考え方を伺いたい。
企画財政部長　19年度当初の職員数
は、1174人の計画に対して、実績は
1095人で、計画を上回る結果となり、
目標達成は可能と考えている。
　新規職員の採用については、課題
である年齢別職員数の偏りを解消す

るため、事務職では、定年退職予定
者数にかかわらず、毎年10人を採用
することとしており、また、採用年
齢の上限は、大学卒業程度の職員募
集の場合、大学院修了後の民間企業
経験者等の受験を考慮し、19年度か
ら25歳を27歳に引き上げている。
　今後も、定年退職者の再任用希望
の動向を把握しながら、再任用職員
の能力活用を図るとともに、民間委
託の推進等も視野に入れ、組織の活
性化に大きな意味を持つ新規職員の
採用を計画的に行っていきたい。

議員　聴覚障がい者が自己表現し、
コミュニケーションを図る手段に手
話は欠かせないものであり、市では
手話通訳者を１名常駐させ、聴覚障
がい者の窓口対応を行っている。
　しかし、手話通訳者１名の配置では、
不在時の窓口対応が困難となってい
ることから、市職員の心構えとし
て、わずかでも手話ができ、聴覚
障がい者とコミュニケーションが
図れるよう初任者研修の項目に手
話通訳を導入する考えはないか。
総務部長　初任者研修は、新規採
用職員に必要な知識や技能の習得
と意識や態度の変容を促し、各職
場への円滑な適応と早期戦力化を
図るため、採用後の春と秋の２回、
市の概要や制度、法律や接遇など、
幅広い内容について実施している。

　手話ができれば、聴覚障がい者が
来庁された際の不安が解消されると
同時に、円滑な市役所の利用に有意
義であるが、手話通訳を限られた研
修期間で十分に習得することは不可
能であるため、導入した場合の位置
付けなどを検討していきたい。 

　川西市議会では、本会議はもとより、議会運営委員会、
常任・特別委員会など、すべての会議を公開していますので、
ぜひ傍聴にお越しください。 
　また、これらの会議録は、市議会事務局や中央図書館な
どのほか、下記の市議会ホームページでもご覧いただけま
すので、ご利用ください。 
　次の定例会は、６月４日から開かれる予定です。 
　会議の開催日程などは、市議会事務局（TEL：740－1255）
にお問い合わせいただくか、市議会ホームページ（http:// 
www.city.kawanishi.hyogo.jp/gikai/）をご覧ください。 

○久代東部地域の生活支援について 
○久代４丁目国有地の地区計画づくり推
進について 

○コミュニケーションをとりやすくする
ための市職員の名札表示について 

◯栄保育所での未満児受け入れや分園と
して子どもを受け入れることについて 

○国崎クリーンセンターの建設にかかわ
る「恐喝未遂事件の供述記録」に対す
る市の対応姿勢について 

○舎羅林山開発の現状と今後の整備見通
しについて 

○舎羅林山の大規模開発について（国道
173号の工事進捗、避難用通路の確保、
一の鳥居駅におけるエレベーターの
設置、野球場の整備計画） 

○新しい中央北地区整備手法について 
○中央北地区整備事業の推進姿勢について 

○中央北地区のまちづくりについて（土
地利用基本構想変更のとらえ方、基本
構想策定への市民参加、多額の税金を
投入する開発への市民の理解） 

○職員等の不祥事及び補助金不適正受給
等発生時における市の対応について 

○市立校・園の国旗、国歌に対する意識に
ついて 

○学校教育等における薬物防止の取り組
みについて 

○図書館における新しいサービスについ
て（パブリックコメントとの連携、広
域的な取り組みの推進） 

○小規模公園における防災拠点整備について 
○高齢者（障がい者）から、医療や介護を
奪わないことについて 

○介護保険制度を活用した高齢者のボラ
ンティア活動の支援について 

　平成21年第2回
臨時市議会が、4
月1日に1日間の
会期で開かれ、地
方税法等の一部改
正に伴う「川西市
税条例等の一部改
正案」1件が審議
されました。 
　本案は、急を要
するため、当日の
本会議で即決され、
原案のとおり可決
されました。 

第2回臨時市議会 

（発言順） 

大矢根秀明 
住田由之輔 
吉富　幸夫 
宮坂満貴子 
津田加代子 
松田　恭男 
平岡　　譲 
土谷　一郎 
安田　忠司 
上馬　　勇 
黒田　美智 
越田謙治郎 

傍聴にお越しください  

○妊婦健康診査の公費負担の拡充を求める要望書 

旧  川西健康福祉事務所 旧  川西健康福祉事務所 

保健 保健 廃止の影響など聞く 廃止の影響など聞く 
県川西健康福祉事務所  

総務 総務 職 員 の 定 数 管 理  職 員 の 定 数 管 理  
新規採用の考え方など聞く 

総務 総務 市職員の初任者研修項目に 手話通訳を導入する考えは 
市職員の初任者研修項目に 
手話通訳を導入する考えは 

まち 
づくり 
まち 
づくり 

犯罪に強い地域づくり 犯罪に強い地域づくり 
「防犯環境設計」の考え導入せよ 

まち 
づくり 
まち 
づくり 

舎羅林山の大規模開発 舎羅林山の大規模開発 
新事業者との協議内容など問う 

まち 
づくり 
まち 
づくり 

中央北地区整備事業 中央北地区整備事業 
今後の 推進姿勢ただす  
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　総額873億9266万4000円で編成された平成21年度一般、特別及び公営企業
会計予算は、二つの予算審査特別委員会で慎重な審査が加えられました。 
　本会議最終日には、それぞれの予算審査特別委員長から、委員会の審査経
過と結果が報告され、採決の結果、いずれも原案のとおり可決されています。 
　なお、ここでは、二つの予算審査特別委員会で交わされました論議のうち、
一部を掲載しています。 

委員　新年度では、行財政改革の一
環として、公民館やコミュニティセ
ンター等の貸し館利用について、利
用者負担が導入されようとしている
が、その効果額について伺いたい。 
政策推進室長　21年度では、コミュ
ニティセンターをはじめ、市民活動
センター、男女共同参画センター、
老人憩いの家、生涯学習センター、
及び公民館の施設使用料として、合
わせて1466万1000円の予算を計上し
ているが、このうち、利用者負担の
導入による効果額として、1400万

5000円を見込んでいる。
委員　21年度では、新たに（仮称）
納税呼びかけセンターを開設し、徴
収業務を行うとしているが、その目
的や具体的な業務内容を伺いたい。 
市税収納課長  同センターは、徴収
できる可能性が高い初期滞納者に対
して、電話による催告を行うことで、
現年課税分の収納率向上と滞納繰越
を抑制しようとするものである。 
　具体的には、発信型コールセンタ
ーのノウハウを持ち、他の自治体で
同種の業務を行っている民間企業に

委託し、責任者１名とオペレーター
３名の体制で実施する予定である。 
委員　小学校体験活動事業費補助金
として、県からの補助金1431万1000
円が計上されているが、20年度の同
種の補助金と比較すると、1291万
8000円の増額となっていることから、
その要因を伺いたい。
学校教育課長　補助金の増額要因は、
20年度に８校で実施した小学校３年
生を対象とする環境体験活動を全16
校での実施に拡充するとともに、５
年生を対象とした自然学校と一体的

に実施するため、従来の自然学校推
進事業費補助金と統合されたことに
よるものである。 

猪名川花火大会業務委託料の内容は 
委員　猪名川花火大会事業の業務委
託料では、前年度より236万6000円
増の327万6000円が計上されているが、
増額要因やその内容を伺いたい。 
商工・観光課長　猪名川花火大会に
は、大勢の観覧者が来られるが、会
場が手狭なため、警察から安全対策
の強化を強く要請されている。 
　そこで、観覧者の動線確保に関す
る指示や判断を行うため、監視カメ
ラを設置し、観覧者の適切な誘導を
行うほか、次年度の安全対策の資料
とするため、会場周辺８カ所におい
て、観覧者数調査を実施しようとす
るものである。 
委員　故平通武男（ひらどおりたけ
お）画伯のアトリエを再現したアー
トハウスの建設費として2600万円が
計上されているが、建設に至った経
緯や施設整備の内容を伺いたい。 
社会教育室主幹　平成16年に同画伯
の遺族から、アトリエ再現など、本
市の芸術・文化の向上などを趣旨と
した寄付があり、同画伯の絵画など
を展示している「ミューゼレスポア
ール」と一緒に見学していただける
ことや、一体的な施設管理が可能と
なることから、郷土館の敷地内にア
ートハウスを建設するものである。 
社会教育室長　この施設では、筆な
どの遺品展示のほか、絵画教室等を
開催し、芸術・文化に寄与したい。 
委員　21年度では、新たにコンビニ
エンスストアで市税等を納付可能に
するため、電算システム改修業務委

託料を計上されているが、具体的な
実施内容について伺いたい。 
市税収納課長　いわゆるコンビニ収
納は、市民の利便性向上や収納機会
の拡大を図るため導入しようとする
ものである。 
　軽自動車税では、当初発送の納税
通知書で利用できる予定であるが、
市・県民税と固定資産・都市計画税
については、８月に予定している（仮
称）納税呼びかけセンターの開設に
合わせて、対応していく考えである。 
委員　21年度から公費助成が拡充さ
れる妊婦健康診査について、5600万
円の業務委託料が計上されているが、
具体的な事業内容を伺いたい。 
健康づくり室主幹　妊婦健康診査に
ついては、現在、５回までの受診に

対して２万5000円を上限に助成して
いるが、これを14回分の７万円に拡
充するとともに、所得制限を廃止し
ようとするものである。 
　具体的な助成方法は、県内の医療
機関で受診する場合、あらかじめ14
回分の助成券を交付し、受診の際に
１枚ずつ医療機関に提出していただ
く方法によることとしている。 
委員　21年度では、中央北地区整備
事業において、事業計画作成委託料
2500万円の執行が見込まれているが、
業務委託により計画を作成しようと
する考え方について伺いたい。
中央北地区整備室長　21年度では、
同地区の将来像や土地利用の考え方
などについて、実現可能な施策等を
示した「土地利用基本計画」を策定
するとともに、具体的な事業計画の
素案を作成することとしている。 
　同事業は、土地区画整理事業の手
法により実施を検討しているが、極
めて専門的な業務が含まれることか
ら、専門業者に委託し、精度の高い
素案を作成する考えである。 

◇　　◇　　◇ 
反対意見　21年度では、妊婦健康診
査助成の拡充や加茂遺跡保存に向け
た施策に予算が計上されており、一
定、評価する。 
　しかし、公民館等の有料化や補助
金の見直しにより、市民サービスが
後退する一方、中央北地区整備事業
に多額の公金が投入されるほか、県
の行財政構造改革に伴い、福祉医療

費助成制度が改定されようとしてお
り、このような方針のもとで編成さ
れた本予算案には賛成できない。 
賛成意見　新年度では、経済不況の
もと、大幅な財源不足により基金の
繰り入れに依存した厳しい予算編成
となっているが、事務事業経費を見
直し、子育て支援や学校等の耐震化
に取り組んでおり、高く評価する。 
　しかし、中央北地区整備事業や市
立川西病院の経営改革など、行政課
題が山積しており、さらに庁内連携
を強化し、元気でうるおいのあるオ
ンリーワンのまちづくりに取り組ま
れることを期待し、本案に賛成する。 

 
付帯決議＜要旨＞ 

　平成21年度の一般会計予算は、事務
事業の見直しや内部管理経費の圧縮に

努めても、なお、基金からの多額の繰

り入れに依存せざるを得ない厳しい予

算編成となっている。 

　このような中、本市の重点施策であ

る中央北地区整備事業では、計画的な

土地利用を推進すべく、基本構想が策

定される一方で、無秩序な開発の防止

に向けた民有地借り上げ経費が計上さ

れているが、今般、地区内で、構想に

合致しない土地利用が進められるとい

った看過できない状況があることは、

事業の実施意義が根底から瓦解する事

態にあると言わざるを得ない。 

　よって、当特別委員会は、厳しい財

政状況下にある認識のもと、中央北地

区整備事業が全庁的に機能する措置を

講じるよう、強く要望する。 

貸し館有料化の効果額聞く 小学校体験活動費補助金の増額要因も 

アートハウス建設の経緯など問う 

一 般 会 計  

対前年度伸び率　2.6％ 

一般会計予算 
　総額　439億7200万円 

市税／211億9683万8000円（48.2％） 

地方譲与税／7億3000万円（1.7％） 
地方交付税／41億3000万円（9.4％） 

市債／50億5560万円（11.5％） 

利子割等各種交付金／20億9182万8000円（4.8％） 

繰入金／14億9400万円（3.4％） 

その他／24億6348万6000円（5.6％） 

国庫支出金／35億3408万9000円（8.0％） 

県支出金／20億3628万2000円（4.6％） 

使用料及び手数料／12億3987万7000円（2.8％） 

歳 入 

歳 出 議会費／5億377万6000円（1.1％） 
　　　　3128円 

総務費／59億6726万円（13.6％） 
　　　　3万7050円 

　　消防費／15億7981万8000円（3.6％） 
　　　　　　9809円 

　　　　教育費／42億7469万5000円（9.7％） 
　　　　　　　　2万6541円 

　　　　　　　公債費／73億6943万6000円（16.8％） 
　　　　　　　　　　　4万5756円 

　　　　　　　　　　　　その他／4000万2000円（0.1％） 
　　　　　　　　　　　　　　　　248円 

商工費／3億2221万9000円（0.7％） 
　　　　2001円 

　　　　土木費／48億2379万3000円（11.0％） 
　　　　　　　　2万9950円 

民生費／130億3700万1000円（29.7％） 
　　　　8万945円 

　　　　　衛生費／58億9997万8000円（13.4％） 
　　　　　　　　　3万6632円 

　　　　　　　　　労働費／5303万4000円（0.1％） 
　　　　　　　　　　　　　　329円 

　　　　　　　　　　　　農林業費／1億98万8000円（0.2％） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　627円 

※（　）内は総額に占める割合 
　　　＝ 一人当たり額 
　　     （人口は、平成20年12月末人口　16万1060人）  
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委員　21年度では、５期拡張事業に
おける工事請負費に、緊急時用連絡
管布設工事費として１億円が計上さ
れているが、同連絡管完成後の運用
方針について伺いたい。 
水道局次長  本市の給水区域は、三
つに大別され、井戸を水源として久
代浄水場から給水している自己水区
域、市が猪名川を水源に県営多田浄
水場に浄水処理委託している委託水

区域、県営水道からの受水区域があ
り、同連絡管は、自己水区域と委託
水区域を接続するものである。 
　工事は、21年度に600メートルを
施工し、完成する予定で、渇水時に
猪名川での取水が制限された場合な
どに、自己水区域から水道水を融通
することを基本とし、井戸の枯渇や
水質異常が生じた際は、委託水区域
からも運用できる計画をしている。 

　下水道事業においては、平成20年
度より地方公営企業法の財務規定を
適用し、経営成績や財政状況の一層
の明確化に努めている。 
　21年度では、水洗化人口を15万

8784人、年間有収水量（営業収益の
対象となる水量）を1563万804立方
メートルと見込み、対前年度１億
867万4000円減額の総額49億3152万
5000円で予算編成されている。 

委員　市では、市立川西病院の現状
と課題や、今後、公立病院として地
域で果たすべき役割を明確にし、具
体的に行動する指針となる「病院事
業経営改革プラン」を策定している。 
　しかし、入院収益、外来収益とも
前年度予算より減額されていること
から、同プランを21年度予算へどの
ように反映しているか伺いたい。 
病院事務次長　21年度予算は、20年
度の決算見込み数値を基準に、経営
改革プランの実現を踏まえ、１日当
たりの入院患者数を217人として予
算計上しており、外来患者数の決算
見込みについては、645人であるが、
地域の開業医等との分業が定着して
きたことや年々減少していることか

ら、640人と見込んでいる。 
　新年度の具体的な取り組みとして
は、地域の医療機関等との連携を強
化し、入院患者数の増加を図るため、
現在の地域医療室を地域医療連携室
に改め、体制を拡充するとともに、
市北部地域では、消化器系疾患の患
者が多いとの分析から、検査・治療・
その後のフォローまで当病院で担え
るよう、消化器センターの設置を予
定している。 
　このほか、ＳＰＤ(診療材料や医
薬品等の購入・供給・搬送などを一
元管理するシステム）を導入し、経
費の節減を図ることとしており、同
プランに基づいた予算編成を行った
ものである。 

委員　21年度では、収納率向上特別
対策事業費に前年度より960万5000
円増の1億2965万2000円が計上され
ているが、国保税徴収に向けた取り
組み方針を伺いたい。 
水田副市長　新たに滞納対策課を設
置し、国保税や市税などの徴収困難
な事案を専門的に取り組むこととし
ており、これらの滞納者には、国税
等にも滞納が見受けられることから、
関係機関との連携や国税庁出身の徴
税指導員も活用し、さらに厳正な徴
収を行う考えである。 
保険収納課長　21年度では、新たに
コンビニエンスストアでの納税を可
能とすることにより、収納環境の整

備を図るほか、（仮称）納税呼びかけ
センターを設置し、現年課税分の滞
納者に対する納税の呼びかけや口座
振替の勧奨等を行う考えである。 
賛成意見　市民生活や医療の実態を
考慮した市独自の施策を展開すると
ともに、（仮称）納税呼びかけセンタ
ーの導入には、個人情報の漏えいな
どに対する危機管理体制を確立する
よう要望し、本予算案に賛成する。 

国保税徴収の取り組み方針は 

老 人 保 健 事 業  
特　別　会　計 

委員　国は、本事業を運営する広域
連合に対し、特別な事情がなく１年
以上保険料を滞納した場合に交付さ
れる「被保険者資格証明書」を機械
的に交付しないよう求める通知を行
ったと聞いているが、保険料の徴収
等を担う市の対応方針を伺いたい。 
保険収納課長　国の方針を踏まえ、
広域連合では、被保険者証は、加入

者の健康と生命にもかかわる重要な
ものであり、滞納だけを理由に機械
的・画一的に資格証明書を交付する
ことは避けるべきであるとし、広域
連合内に同証明書の交付を判定する
委員会を設け、加入者の生活実態を
把握する市の意見を参照し、交付を
決定するとの案を示されている。 
　市では、加入者に災害などの特別
な事情等がないか納付相談で見極め、
委員会に意見を述べていきたい。 

後期高齢者医療事業 
特　別　会　計 

認定制度の改定内容問う 

介 護 保 険 事 業  
特　別　会　計 

国民健康保険事業 
特　別　会　計 

　本特別会計は、事業実施に必要な
用地の先行取得を行うとともに、土
地開発公社の経営健全化の推進を目
的に設置されているものである。 
　21年度では、前年度と比べ、12億
1482万5000円増額の28億3476万3000
円で当初予算が編成されている。 

用地先行取得事業 
特　別　会　計 

農 業 共 済 事 業  
特　別　会　計 

公 営 企 業 会 計  

特 別 会 計  

水道事業会計 病院事業会計 

下水道事業会計 

（万円） 

（億円） 

5000
0

50

1

100

前年度（円） 

対前年度比　 

本年度（円） 

国民健康保険事業 

152億5694万9000円 

＋3.1％ 

147億9942万6000円 

老人保健事業 

380万5000円 

－99.8％ 

16億5916万4000円 

後期高齢者医療事業 

17億2915万9000円 

　－1.2％ 

17億4985万6000円 

農業共済事業 

2160万7000円 

－10.8％ 

2421万7000円 

介護保険事業 

86億9976万7000円 

　＋5.0％ 

82億8903万1000円 

用地先行取得事業 

28億3476万3000円 

　＋75.0％ 

16億1993万8000円 

水道事業 

41億757万円 

　－4.5％ 

43億24万7000円 

病院事業 

58億3551万9000円 

＋9.1％ 

53億5060万9000円 

下水道事業 

49億3152万5000円 

－2.2％ 

50億4019万9000円 

特別会計・公営企業会計予算  対前年度当初予算比較 

前年度 本年度 

完成後の運用方針を聞く “緊急時用連絡管” 新年度予算への反映は 「経営改革プラン」 

　本事業は、水稲が病害虫、風水害、
干害などによる被害を受けたとき、
共済保険により補償することで、農
業経営の安定と生産力の向上を図ろ
うとするものである。 
　21年度では、事業総額を前年度と
比べ、261万円減額の2160万7000円
で当初予算が編成されている。 

　本事業は、国の高齢者医療制度の
改革に伴い、新たに後期高齢者医療
制度が創設されたため、平成20年３
月末で廃止されている。
　21年度では、月遅れ請求分の医療
費について計上し、前年度と比べ、
16億5535万9000円減額の380万5000
円で予算が編成されている。 

委員　21年度では、国において、要
介護認定制度の見直しが行われると
聞いているが、具体的な改定内容に
ついて伺いたい。 
健康福祉部参事  21年４月から実施
される要介護認定制度では、調査項
目を82項目から74項目に整理するな
どの見直しが行われる。 
　これは、主治医による意見書に記
載されていた内容が、認定調査員が
行う調査項目に含まれていたことな
どから、認定事務の負担軽減を図る
ことを目的に行われるものである。 

　この改定により、これまでの要介
護度より低く認定されるのではない
かとの声を一部で聞くが、主治医意
見書の記載事項を認定審査会での判
定に適切に反映させることで、これ
までと変わらない認定が行われるも
のと考えている。 
反対意見　要介護認定制度の見直し
は、実態に即した判定の可否が危惧
されるなど、社会保障制度を大きく
後退させるものであり、賛成できな
い。 

資格証明書 対応方針聞く 
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古紙再生紙を使用しています 

総務常任委員会 定額給付金の国庫補助金など 
一般会計（歳入）補正予算を可決 

　今期定例会の常任委員会で審査された議案は、総務委員会４件、文教公企委員会４件、
厚生経済委員会14件、建設委員会３件、総務・厚生経済の二つの委員会に分割付託さ
れた補正予算案１件、四つの委員会に分割付託された補正予算案１件の計27件です。 
　ここでは、各委員会の審査における質疑などの一部について、その要旨を掲載して
います。 

答 

答 

問 

問 

 
 
 

■全員賛成■ 
〈条例の制定〉 

○川西市介護従事者処遇改善臨時特例基金条例（厚生
経済） 

〈条例の一部改正〉 
○川西市個人情報保護条例（総務） 
○川西市一般職の職員の給与に関する条例（同） 
○川西市公民館条例（文教公企） 
○川西市社会体育施設条例（厚生経済） 
○川西市付属機関に関する条例（同） 
○川西市国民健康保険条例（同） 
○川西市後期高齢者医療に関する条例（同） 
○川西市介護保険条例の一部を改正する条例（同） 
○川西市心身障害者施設ハピネス川西の設置及び管理
に関する条例（同） 

○川西市市営住宅の設置及び管理に関する条例（建設） 
○川西市地区計画の区域内における建築物の制限に関
する条例（同） 

○川西市議会委員会条例 
〈補正予算〉 

○平成20年度川西市一般会計第４回補正（総務・厚生
経済） 

○平成20年度川西市一般会計第５回補正（各委分割付託） 
○平成20年度川西市国民健康保険事業特別会計第３回
補正（厚生経済） 

○平成20年度川西市後期高齢者医療事業特別会計第１
回補正（同） 

○平成20年度川西市農業共済事業特別会計第２回補正（同） 
○平成20年度川西市介護保険事業特別会計第２回補正
（同） 

○平成20年度川西市用地先行取得事業特別会計第１回
補正（総務） 

○平成20年度川西市水道事業会計第１回補正（文教公企） 
○平成20年度川西市病院事業会計第３回補正（同） 
○平成20年度川西市下水道事業会計第２回補正（同） 

〈予　算〉 
○平成21年度川西市国民健康保険事業特別会計予算（特
別・公企会計予算特別委） 

○平成21年度川西市老人保健事業特別会計予算（同） 

○平成21年度川西市後期高齢者医療事業特別会計予算（同） 
○平成21年度川西市農業共済事業特別会計予算（同） 
○平成21年度川西市用地先行取得事業特別会計予算（同） 
○平成21年度川西市水道事業会計予算（同） 
○平成21年度川西市病院事業会計予算（同） 
○平成21年度川西市下水道事業会計予算（同） 

〈その他〉 
○兵庫県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共
団体の数の減少及び兵庫県市町村職員退職手当組合
規約の変更（総務） 

○川西市農業共済事業事務費の賦課総額及び賦課単価
を定めること（厚生経済） 

○農作物（水稲）共済特別積立金の取崩し（同） 
○市道路線の認定（建設） 

■賛成多数■ 
〈条例の一部改正〉 

○川西市福祉医療費の助成に関する条例（厚生経済） 
〈予　算〉 

○平成21年度川西市一般会計予算（一般会計予算特別委） 
○平成21年度川西市介護保険事業特別会計予算（特別・
公企会計予算特別委） 

─────────【請　　願】───────── 
■採　　択■ 

○「気候保護法」制定を国に求める意見書に関する請
願書 

○「（仮称）気候保護法」の制定を求める請願書 
■不 採 択■ 

○米軍への思いやり予算廃止の意見書採択を求める請
願（総務） 

○教育予算を増額しゆきとどいた教育実現を求める請
願書（文教公企） 

○物価に見合う年金引き上げを求める請願書（厚生経済） 
○就学前の子どもの医療費無料化を求める請願書（同） 

■取 下 げ■ 
○県教育委員会に「三部制定時制高校を開設する際に、
県立川西高校の募集停止を行わないことを求める意
見書」の提出を求める請願（文教公企） 

■継続審査■ 
○健康保険法による日雇特例被保険者が当該保険で医
療の給付を受けることができない際に、福祉医療費
の助成を求める請願（厚生経済） 

【注】（　）は付託された委員会です。 

文教公企常任委員会 
小学校の耐震補強工事費を追加補正 
病院事業会計補正予算を審議 

問 

問 

■平成２０年度川西市一般会計補正
予算（第５回）＜分割付託＞ 
中央北地区整備区域内におけ
る皮革工場跡地の乱開発防止

を目的に、市が借り上げを予定して
いた一部の土地において、地権者の
合意が得られず520万6000円を減額
しようとしているが、その経緯を伺
いたい。

皮革工場跡地については、市
がその土地の借り上げを行い、

開発を基本的に抑制してきたが、２
カ所の土地の借り上げができておら
ず、土地所有者には、個々に市への
協力要請を行ったものの、資産活用
という面での権利者の意向があり、
結果的には、「中央北地区土地利用基
本構想」での計画とは異なる土地利
用が一部で行われる状況となってい
る。 

■川西市市営住宅の設置及び管理に
関する条例の一部を改正する条例
の制定について 

　本案は、国土交通省による「公営

住宅における暴力団排除」の基本方

針に基づき、市営住宅から暴力団員

を排除し、入居者と周辺住民の生活

安全と平穏の確保を図るため、入居

者資格等に暴力団員を排除する規定

を追加するほか、入居者等が暴力団

員であると判明した際の明渡しに関

する規定を整備しようとするものである。 

暴力団員の判断基準やその把
握方法について伺いたい。 
本条例の改正に伴い、警察と
協定書を締結し、市営住宅の

入居者や申込者の中で、暴力団員と
思われる者がいる場合は、この協定
書に基づき、暴力団員であるかどう
かを警察に照会することとしている。 

問 

■平成２０年度一般会計補正予算（第
４回）＜分割付託＞ 
本補正では、国の生活対策と
して、住民への生活支援を目

的に、１人当たり１万2000円、65歳
以上と18歳以下の方には２万円を給
付する定額給付金に併せ、多子世帯
の子育てに対する生活安心の確保を
目的に、対象者１人当たり３万6000
円を支給する子育て応援特別手当に
関する経費として、26億7229万3000
円の国庫補助金が追加されようとし
ているが、これら給付金等の円滑な支
給に向けた本市の態勢を伺いたい。 

定額給付金等の給付に当たっ
ては、現在、職員６名により

対応しており、申請の受付開始後は、
25名の人材派遣を受けることとして
いるが、事務の処理状況に応じて、
適宜増減させる考えである。 

賛成意見　定額給付金等の支給に当
たっては、事故がないよう最善の配
慮を要望し、本案に賛成する。 
■平成２０年度一般会計補正予算（第
５回）＜分割付託＞ 
ふるさとづくり寄附金として、
596万8000円を追加しようと

しているが、この寄附金の受け入れ
状況について伺いたい。 

ふるさとづくり寄附金は、昨
年７月に条例施行しており、

今回の補正は、７月から12月までに
寄附金をいただいた25件分で、内訳
は、個人から22件、企業・団体から
３件の寄附金をいただいている。 
　寄附額は１万円から500万円まで
となっており、21年１月末現在、件
数では県下41市町中26番目、金額に
おいては15番目に多い状況となって
いる。 

答 

答 
建設常任委員会 市営住宅設置・管理条例の改正も 

中央北地区 土地借り上げ経費減額で論議 

厚生経済常任委員会 
福祉医療費 助成条例の一部改正を審議 
介護保険事業会計補正予算も 
■川西市福祉医療費の助成に関する
条例の一部を改正する条例の制定
について 
　本案は、平成21年７月から、福祉

医療費助成制度における老人医療、

障がい者医療、乳幼児等医療及び母

子等医療扶助事業の所得制限基準や

一部負担金について改正し、県福祉

医療費助成制度と整合させようとす

るものである。 

乳幼児等への医療費の助成に
ついては、県下の他市町でさ

まざまな独自助成が行われており、
それらと比較すると、本市は遅れを
とっていると見受けられることから、
子育て世代の負担軽減を図る市の考
え方について伺いたい。 

厳しい財政状況にある中で、
他の子育て施策にも取り組ん

でおり、他市町と比べると充分な支
援とは言えないが、この乳幼児等医
療費助成制度における０歳児の入院・
通院医療費と１歳～12歳の入院医療
費の無料化を図る本市の独自助成部
分は維持していく考えであり、今後、
財政状況の推移や県制度の動向を踏
まえ、将来的には助成内容の拡大等
を検討していきたいと考えている。 

◇　　◇　　◇ 
反対意見　市は、大型開発事業に多
額の経費を支出する一方で、福祉医
療費の負担を強いる事業を展開され

ようとしており、これは、市民の福
祉ニーズに応えるものではないこと
から、本案には賛成できない。 
■平成２０年度川西市介護保険事業
特別会計補正予算（第２回） 
本補正では、配食サービス事
業において、利用者の減少に

伴い、230万5000円が減額されよう
としているが、配食サービスの充実
に向けた今後の取り組み姿勢を伺い
たい。 

本市の配食サービス事業は、
弁当の配食のみにとどまらず、

利用者の安否確認もあわせて実施し
ており、高齢者の地域生活を支える
一端を担っていると認識している。 
　安価でおいしい弁当を提供する民
間事業者の参入等に伴い、配食数の
減少が見られるものの、現状を十分
に認識し、この事業を継続していき
たい。 

答 

答 

問 

答 

問 

答 

問 

■平成２０年度一般会計補正予算（第
５回）＜分割付託＞ 
今回の補正では、久代・清和
台・東谷小学校の校舎棟にお

ける耐震補強を行うための工事費と
して、３億5400万円が追加されよう
としているが、本市の学校校舎の耐
震化については、県下でも遅れてい
る状況があり、早急な整備が求めら
れていることから、今後の整備見通
しについて伺いたい。 

学校校舎の耐震化については、
20年度当初予算に３校の設計

工事を見込んでいたが、国の補正予
算により、補助率や起債充当率が引
き上げられたため、新たに１校を計
画年度を早め耐震補強設計を行って
いる。 
　今後も、耐震補強設計を当初計画

よりも順次前倒して実施し、できる
だけ早く耐震化が図れるよう努めて
いきたい。 
■平成２０年度病院事業会計補正予
算（第３回） 
本補正では、入院収益が２億
5636万1000円減額されようと

しているが、大幅に減収となる要因
について伺いたい。 

20年度の診療科目別の入院状
況は、整形外科・小児科・耳

鼻咽喉科において、延べ入院患者数
が増加する一方で、内科・外科・産
婦人科・泌尿器科では減少しており、
また、患者１人当たりの入院単価に
ついては、診療科ごとでの増減があ
ることから、これらを積算した結果、
減額補正をしようとするものである。 
　具体的な減額要因は、外科におい

て、抗がん剤治療を従来の
入院治療から外来治療中心
に行ったほか、腹腔鏡手術
の普及に伴う在院日数の減
少や産婦人科医師の減員な
どによる入院患者の減少が
挙げられるとともに、高齢
化に伴い長期入院患者が増
加する反面、高度医療を必
要とする患者が減少してい
ることから、入院単価の低
下につながったと考える。 




